
〒105-6426 東京都港区虎ノ門1-17-1

■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前９時～午後５時（土、日、祝・休日を除く）

日本超長期 
国債ファンド
【運用報告書（全体版）】

（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

第 19 期

決算日 2024年12月26日

受益者の皆さまへ
平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上げ

ます。

当ファンドは主としてマザーファンドへの投資を通

じて、実質的に日本の国債に投資し、安定した収益

の確保と信託財産の着実な成長を目指して運用を行

います。当期についても、運用方針に沿った運用を

行いました。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／債券

信託期間 2015年６月30日から2025年６月26日まで

運用方針 主としてマザーファンドへの投資を通じ
て、実質的に日本の国債に投資し、安定
した収益の確保と信託財産の着実な成長
を目指して運用を行います。

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主
要投資対象とします。

日本超長期国債マザーファンド

日本の国債

当ファンドの
運用方法

■�日本の国債に投資し安定した収益の
確保と信託財産の着実な成長を目指
します。

■�残存期間が11～20年程度の国債を投資
対象とし、その投資金額が各残存期間
毎にほぼ同程度となるように運用を行
います（ラダー型運用）。

組入制限 当ファンド

■�株式への実質投資割合は、信託財産の
純資産総額の10％以下とします。

■外貨建資産への投資は行いません。

日本超長期国債マザーファンド

■�株式への投資割合は、信託財産の純資
産総額の10％以下とします。

■外貨建資産への投資は行いません。

分配方針 ■�年２回（原則として６月および12月の
26日。休業日の場合は翌営業日）決算
を行い、分配を行います。

■�分配対象額は、経費控除後の利子、配
当等収益と売買益（評価損益を含みま
す。）等の範囲内とします。

■�分配金額は、委託会社が基準価額水準、
市況動向等を勘案して決定します。

※�委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位未

満の数値については小数を表記する場合があります。 

 

 最近５期の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 

公 社 債 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ％ 百万円 
15期(2022年12月26日) 9,799 20 △3.4 99.3 3,314 

16期(2023年６月26日) 10,221 20 4.5 99.3 3,343 

17期(2023年12月26日) 9,738 20 △4.5 99.2 2,792 

18期(2024年６月26日) 9,224 20 △5.1 98.9 2,026 

19期(2024年12月26日) 9,267 20 0.7 99.2 1,438 
 
※ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
※ 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※ 当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。 

 

 当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 公 社 債 

組 入 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ 
2024年６月26日 9,224 － 98.9 

６月末 9,223 △0.0 99.1 
７月末 9,234 0.1 99.1 
８月末 9,414 2.1 99.4 
９月末 9,471 2.7 99.2 
10月末 9,402 1.9 99.2 
11月末 9,309 0.9 82.5 
(期  末)    

2024年12月26日 9,287 0.7 99.2  
※ 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
※ 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 

 

  

	 －	 1	 －
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１ 運用経過
基準価額等の推移について（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

基準価額等の推移
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純資産総額（百万円）：右軸

分配金再投資基準価額（円）：左軸

基準価額（円）：左軸

※分配金再投資基準価額は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

期 首 9,224円

期 末 9,267円
（既払分配金20円（税引前））

騰 落 率 ＋0.7％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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基準価額の主な変動要因（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、日本の国債に投資しました。残存11年を
割り込むこととなる銘柄から新発20年債への入替えと利金の再投資を行い、残存11年程度～残
存20年程度の国債によるラダー型ポートフォリオ（各年限の債券を均等な割合で組み入れたポー
トフォリオ）を維持しました。

上昇要因
●国債からの利息収入を得たこと
●日銀の利上げや米雇用指標の悪化をきっかけとした円高や株安に拍車がかかり、リスク
回避の動きが強まったことから、8月から9月にかけて国内金利が低下（債券価格は上昇）
したこと

下落要因
●10月以降、米国金利が上昇したことや、日銀総裁からタカ派（インフレ抑制を重視する
立場）発言が続いたことで、国内金利が上昇したこと
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投資環境について（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

長期金利（10年国債利回り）は小幅上昇、20年国債利回りは概ね横ばいとなりました。

期初の長期金利は、横ばい推移で始まりま
した。
8月に入ると日銀の利上げや米雇用指標の
悪化をきっかけとした円高や株安に拍車が
かかり、リスク回避の動きが強まったことか
ら国内金利は急低下しました。
10月以降は、米国大統領選挙を挟んで米

国金利が大きく上昇したことや、日銀総裁か
ら追加利上げが近いことを示唆するタカ派
発言が続いたことで、国内金利は上昇基調で
の推移となりました。
20年国債利回りも概ね同様の展開となり
ました。

当ファンド

主要投資対象である「日本超長期国債マ
ザーファンド」を高位に組み入れました。

日本超長期国債マザーファンド

残存11～20年程度の債券を投資対象とし、
その投資金額が残存期間毎にほぼ均等とな
るように残存期間別配分を維持しました。

ポートフォリオについて（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

ベンチマークとの差異について（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。
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分配金について（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第19期

当期分配金 20
（対基準価額比率） （0.22％）

当期の収益 20
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 1,220

期間の１万口当たりの分配金（税引前）は、
基準価額水準等を勘案し、左記の通りといた
しました。
なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

当ファンド

主要投資対象である「日本超長期国債マ
ザーファンド」を高位に組み入れる方針で
す。

日本超長期国債マザーファンド

国内景気は、賃金上昇や経済対策のもとで
消費が回復しており、堅調な設備投資意欲や
海外経済の底堅さも背景に、緩やかな成長軌
道が続く見通しです。CPIコア（生鮮食品除
く消費者物価指数）の前年比伸び率は、賃金
上昇に伴うサービス物価上昇により＋2％前
後の伸び率を維持できる見通しです。物価安
定の目標達成が視野に入る中で日銀が追加
利上げ姿勢を維持していることは20年国債

利回りの上昇要因ですが、利回り上昇に伴い
投資家需要の拡大が見込まれるため、急激な
利回り上昇とはならない見通しです。底堅い
景況感や次期大統領のもとでの政策運営を
巡って利下げ観測が変化しやすい米国金利
の動向にも影響を受けやすく、短期的には上
下両方向の利回り変動が見込まれます。
引き続き、残存11～20年程度の国債によ
るラダー型ポートフォリオを維持する方針
です。

３ お知らせ
約款変更について

該当事項はございません。

２ 今後の運用方針

7
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１万口当たりの費用明細（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a）信 託 報 酬 21円 0.220％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は9,345円です。
投信会社：ファンド運用の指図等の対価
販売会社：�交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンド

の管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：�ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の

実行等の対価

（投 信 会 社） （10） （0.102）

（販 売 会 社） （10） （0.102）

（受 託 会 社） （2） （0.016）

（b）売買委託手数料 － － 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料：�有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株 式） （－） （－）

（先物・オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c）有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税：�有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株 式） （－） （－）

（公 社 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d）そ の 他 費 用 0 0.002 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：�海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管およ

び資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用：�監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （－） （－）

（監 査 費 用） （0） （0.002）

（そ の 他） （－） （－）

合 計 21 0.222

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。

3

日本超長期国債ファンド　 

交付_90950_171206_20241226_再校_日本超長期国債ファンド_1043409.indd   3 2025/01/28   15:56:53

	 －	 6	 －

日本超長期国債ファンド 　﻿

全体_90950_171206_20241226_三校_日本超長期国債ファンド_1043409.indd   6 2025/02/03   12:38:26



日本株主還元株ファンド・ヘッジ型

1

ak304-00_180406_交付-日本株主還元株ファンド・ヘッジ型_総経費率

参考情報 総経費率（年率換算）
当ファンドの費用は以下の通りです。（マザーファンド含む）

総経費率
0.83%

運用管理費用（受託会社）

0.05%
その他費用

0.02%

運用管理費用（販売会社）

0.46%

運用管理費用（投信会社）

0.31%

※各費用は、1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
※各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値です。
※�上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（1万口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は0.00％です。
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総経費率
0.44％

運用管理費用（投信会社）

 0.20％

運用管理費用（販売会社）

0.20％

運用管理費用（受託会社）

0.03％

その他費用

0.00％

※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則として、
募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は0.44％です。
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 当期中の売買及び取引の状況 (2024年６月27日から2024年12月26日まで) 
親投資信託受益証券の設定、解約状況 

 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 

日 本 超 長 期 国 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 26,576 26,870 628,343 634,954 
 
 
 

 利害関係人との取引状況等 (2024年６月27日から2024年12月26日まで) 

利害関係人との取引状況 

日本超長期国債ファンド 
 当期中における利害関係人との取引等はありません。 

 
日本超長期国債マザーファンド 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  
うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 120 5 4.4 709 18 2.6 

 ※ 平均保有割合 100.0％ 
※ 平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 
 

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害
関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。 

 

 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2024年６月27日から2024年12月26日まで) 

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 
 

 組入れ資産の明細 (2024年12月26日現在) 
親投資信託残高 

種 類 
期首(前期末) 期 末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
日 本 超 長 期 国 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 2,032,826 1,431,058 1,445,655 
 
※ 日本超長期国債マザーファンドの期末の受益権総口数は1,431,058,817口です。 

 

 投資信託財産の構成 (2024年12月26日現在) 

項 目 
期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

日 本 超 長 期 国 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 1,445,655 100.0 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 128 0.0 
投 資 信 託 財 産 総 額 1,445,783 100.0 
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 資産、負債、元本及び基準価額の状況 
  (2024年12月26日現在) 

項 目 期 末 

(A) 資 産 1,445,783,674円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 110,664   

 日本超長期国債マザーファンド(評価額) 1,445,655,616   

 未 収 入 金 17,394   

(B) 負 債 7,126,975   

 未 払 収 益 分 配 金 3,104,868   

 未 払 解 約 金 35,563   

 未 払 信 託 報 酬 3,952,057   

 そ の 他 未 払 費 用 34,487   

(C) 純 資 産 総 額 ( Ａ － Ｂ ) 1,438,656,699   

 元 本 1,552,434,110   

 次 期 繰 越 損 益 金 △  113,777,411   

(D) 受 益 権 総 口 数 1,552,434,110口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,267円 
 
※ 当期における期首元本額2,197,099,755円、期中追加設定元本額

42,828,883円、期中一部解約元本額687,494,528円です。 
※ 上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が

投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額
（元本の欠損）となります。 

※ 上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資信
託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に規定
する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額となります。

 損益の状況 
  (自2024年６月27日 至2024年12月26日) 

項 目 当 期 

(A) 配 当 等 収 益 131円 
 受 取 利 息 131   
(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 13,481,593   
 売 買 益 18,897,385   
 売 買 損 △  5,415,792   
(C) 信 託 報 酬 等 △  3,986,544   
(D) 当 期 損 益 金 ( Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ) 9,495,180   
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △233,596,783   
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 113,429,060   
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  176,058,373)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△ 62,629,313)  
(G) 合 計 ( Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ ) △110,672,543   
(H) 収 益 分 配 金 △  3,104,868   
 次 期 繰 越 損 益 金 ( Ｇ ＋ Ｈ ) △113,777,411   
 追 加 信 託 差 損 益 金 113,429,060   
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  176,085,237)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△ 62,656,177)  
 分 配 準 備 積 立 金 13,408,838   
 繰 越 損 益 金 △240,615,309   
 
※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公社

債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。 
※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
※分配金の計算過程は以下の通りです。 

 当 期 

(a) 経費控除後の配当等収益 4,068,031円 

(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 0   

(c) 収益調整金 176,085,237   

(d) 分配準備積立金 12,445,675   

(e) 当期分配対象額(a＋b＋c＋d) 192,598,943   

 １万口当たり当期分配対象額 1,240.63   

(f) 分配金 3,104,868   

 １万口当たり分配金 20   

  

 分配金のお知らせ 

１万口当たり分配金（税引前） 
当 期 

20円 
 
※ 分配金は、分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額「普通分配金」となり課税されます。分配後の基準価額が個別元本

を下回る場合は下回る部分が「元本払戻金（特別分配金）」となり非課税、残りの部分が「普通分配金」となります。 

 

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。 
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位未

満の数値については小数を表記する場合があります。 

 

 最近５期の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 

公 社 債 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額  

期 中 
騰 落 率 

 円 ％ ％ 百万円 
15期(2022年12月26日) 10,534 △3.3 99.0 3,324 

16期(2023年６月26日) 11,018 4.6 99.0 3,353 

17期(2023年12月26日) 10,528 △4.4 98.9 2,800 

18期(2024年６月26日) 10,011 △4.9 98.5 2,034 

19期(2024年12月26日) 10,102 0.9 98.7 1,445 
 
※ 当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。 

 

 当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 公 社 債 

組 入 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ 
2024年６月26日 10,011 － 98.5 

６月末 10,010 △0.0 99.1 
７月末 10,026 0.1 99.1 
８月末 10,225 2.1 99.3 
９月末 10,291 2.8 99.1 
10月末 10,220 2.1 99.0 
11月末 10,123 1.1 82.3 
(期  末)    

2024年12月26日 10,102 0.9 98.7  
※ 騰落率は期首比です。 

 

  

日本超長期国債マザーファンド
第19期（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

信託期間 無期限（設定日：2015年６月30日）

運用方針 ■日本の国債に投資し安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を目指します。
■�残存期間が11～20年程度の国債を投資対象とし、その投資金額が各残存期間毎にほぼ同程度とな
るように運用を行います。
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１ 運用経過

基準価額等の推移について（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

基準価額等の推移

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

0

2,000

4,000

'24/7 8 9 10 11期首 期末

純資産総額（百万円）：右軸

基準価額（円）：左軸

期 首 10,011円

期 末 10,102円

騰 落 率 ＋0.9％

基準価額の主な変動要因（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

当ファンドは、日本の国債に投資しました。残存11年を割り込むこととなる銘柄から新発20年

債への入替えと利金の再投資を行い、残存11年程度～残存20年程度の国債によるラダー型ポート

フォリオ（各年限の債券を均等な割合で組み入れたポートフォリオ）を維持しました。

上昇要因

・国債からの利息収入を得たこと
・日銀の利上げや米雇用指標の悪化をきっかけとした円高や株安に拍車がかかり、
リスク回避の動きが強まったことから、8月から9月にかけて国内金利が低下（債
券価格は上昇）したこと

下落要因
・10月以降、米国金利が上昇したことや、日銀総裁からタカ派（インフレ抑制を重
視する立場）発言が続いたことで、国内金利が上昇したこと

日本超長期国債マザーファンド
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投資環境について（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

長期金利（10年国債利回り）は小幅上昇、20年国債利回りは概ね横ばいとなりました。

期初の長期金利は、横ばい推移で始まりました。

8月に入ると日銀の利上げや米雇用指標の悪化をきっかけとした円高や株安に拍車がかかり、

リスク回避の動きが強まったことから国内金利は急低下しました。

10月以降は、米国大統領選挙を挟んで米国金利が大きく上昇したことや、日銀総裁から追加利

上げが近いことを示唆するタカ派発言が続いたことで、国内金利は上昇基調での推移となりまし

た。

20年国債利回りも概ね同様の展開となりました。

ポートフォリオについて（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

残存11～20年程度の債券を投資対象とし、その投資金額が残存期間毎にほぼ均等となるように

残存期間別配分を維持しました。

ベンチマークとの差異について（2024年６月27日から2024年12月26日まで）

ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

日本超長期国債マザーファンド
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２ 今後の運用方針

国内景気は、賃金上昇や経済対策のもとで消費が回復しており、堅調な設備投資意欲や海外経

済の底堅さも背景に、緩やかな成長軌道が続く見通しです。CPIコア（生鮮食品除く消費者物価

指数）の前年比伸び率は、賃金上昇に伴うサービス物価上昇により＋2％前後の伸び率を維持で

きる見通しです。物価安定の目標達成が視野に入る中で日銀が追加利上げ姿勢を維持しているこ

とは20年国債利回りの上昇要因ですが、利回り上昇に伴い投資家需要の拡大が見込まれるため、

急激な利回り上昇とはならない見通しです。底堅い景況感や次期大統領のもとでの政策運営を

巡って利下げ観測が変化しやすい米国金利の動向にも影響を受けやすく、短期的には上下両方向

の利回り変動が見込まれます。

引き続き、残存11～20年程度の国債によるラダー型ポートフォリオを維持する方針です。

日本超長期国債マザーファンド
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 １万口当たりの費用明細 (2024年６月27日から2024年12月26日まで) 
当期中における記載すべき項目はありません。 

 

 当期中の売買及び取引の状況 (2024年６月27日から2024年12月26日まで) 
公社債 

 買 付 額 売 付 額 

国 
内 

 千円 千円 

国 債 証 券 120,182 709,190 
 
※ 金額は受渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

 

 利害関係人との取引状況等 (2024年６月27日から2024年12月26日まで) 

利害関係人との取引状況 

区       分 買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 120 5 4.4 709 18 2.6 

 
 
 
利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害
関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。 

 

 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2024年６月27日から2024年12月26日まで) 

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

 組入れ資産の明細 (2024年12月26日現在) 

公社債 
Ａ 債券種類別開示 
  国内(邦貨建)公社債 

区 分 

期           末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 
うちＢＢ格以下 
組 入 比 率 

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円  ％ ％  ％ ％ ％  

国 債 証 券 1,604,000 1,426,961  98.7 －  98.7 － －  

 (1,039,000) (  911,848) (63.1) (－) (63.1) (－) (－) 

合 計 
1,604,000 1,426,961  98.7 －  98.7 － －  

(1,039,000) (  911,848) (63.1) (－) (63.1) (－) (－) 
 
※ （ ）内は非上場債で内書きです。 
※ 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
   

日本超長期国債マザーファンド
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Ｂ 個別銘柄開示 
  国内(邦貨建)公社債 

種 類 銘 柄 
期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日 
  ％ 千円 千円  

国 債 証 券 155 20年国債 1.0000 40,000 39,204 2035/12/20 
 156 20年国債 0.4000 43,000 39,323 2036/03/20 
 157 20年国債 0.2000 45,000 40,015 2036/06/20 
 158 20年国債 0.5000 43,000 39,437 2036/09/20 
 159 20年国債 0.6000 43,000 39,735 2036/12/20 
 160 20年国債 0.7000 43,000 40,066 2037/03/20 
 161 20年国債 0.6000 43,000 39,408 2037/06/20 
 162 20年国債 0.6000 43,000 39,219 2037/09/20 
 163 20年国債 0.6000 44,000 39,957 2037/12/20 
 164 20年国債 0.5000 44,000 39,251 2038/03/20 
 165 20年国債 0.5000 45,000 39,954 2038/06/20 
 166 20年国債 0.7000 44,000 39,969 2038/09/20 
 167 20年国債 0.5000 45,000 39,570 2038/12/20 
 168 20年国債 0.4000 46,000 39,648 2039/03/20 
 169 20年国債 0.3000 47,000 39,676 2039/06/20 
 170 20年国債 0.3000 47,000 39,433 2039/09/20 
 171 20年国債 0.3000 48,000 40,047 2039/12/20 
 172 20年国債 0.4000 47,000 39,609 2040/03/20 
 173 20年国債 0.4000 47,000 39,391 2040/06/20 
 174 20年国債 0.4000 48,000 40,006 2040/09/20 
 175 20年国債 0.5000 47,000 39,613 2040/12/20 
 176 20年国債 0.5000 47,000 39,400 2041/03/20 
 177 20年国債 0.4000 49,000 40,153 2041/06/20 
 178 20年国債 0.5000 48,000 39,796 2041/09/20 
 179 20年国債 0.5000 48,000 39,575 2041/12/20 
 180 20年国債 0.8000 46,000 39,793 2042/03/20 
 181 20年国債 0.9000 45,000 39,431 2042/06/20 
 182 20年国債 1.1000 44,000 39,726 2042/09/20 
 183 20年国債 1.4000 42,000 39,717 2042/12/20 
 184 20年国債 1.1000 44,000 39,447 2043/03/20 
 185 20年国債 1.1000 44,000 39,292 2043/06/20 
 186 20年国債 1.5000 42,000 40,038 2043/09/20 
 187 20年国債 1.3000 43,000 39,510 2043/12/20 
 188 20年国債 1.6000 41,000 39,518 2044/03/20 
 189 20年国債 1.9000 39,000 39,391 2044/06/20 
 190 20年国債 1.8000 40,000 39,624 2044/09/20 

小 計 － 1,604,000 1,426,961 － 
合 計 － 1,604,000 1,426,961 －  

 

 

  

日本超長期国債マザーファンド
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 投資信託財産の構成 (2024年12月26日現在) 

項 目 
期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

公    社    債 1,426,961 98.7 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 18,735 1.3 

投 資 信 託 財 産 総 額 1,445,697 100.0 
 
 
 

 資産、負債、元本及び基準価額の状況 
  (2024年12月26日現在) 

項 目 期 末 

(A) 資 産 1,445,697,353円 
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 17,050,708   
 公 社 債 ( 評 価 額 ) 1,426,961,690   
 未 収 利 息 1,609,521   
 前 払 費 用 75,434   
(B) 負 債 17,394   
 未 払 解 約 金 17,394   
(C) 純 資 産 総 額 ( Ａ － Ｂ ) 1,445,679,959   
 元 本 1,431,058,817   
 次 期 繰 越 損 益 金 14,621,142   
(D) 受 益 権 総 口 数 1,431,058,817口 
 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,102円 
 
※ 当期における期首元本額2,032,826,129円、期中追加設定元本額

26,576,219円、期中一部解約元本額628,343,531円です。 
※ 上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が

投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額
（元本の欠損）となります。 

※ 期末における元本の内訳は、日本超長期国債ファンド1,431,058,817
円です。 

※ 上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資信託
財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に規定す
る受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額となります。 

 損益の状況 
  (自2024年６月27日 至2024年12月26日) 

項 目 当 期 

(A) 配 当 等 収 益 7,083,166円 

 受 取 利 息 7,083,166   

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 11,705,180   

 売 買 益 12,750,350   

 売 買 損 △ 1,045,170   

(C) 当 期 損 益 金 ( Ａ ＋ Ｂ ) 18,788,346   

(D) 前 期 繰 越 損 益 金 2,149,735   

(E) 解 約 差 損 益 金 △ 6,610,840   

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 293,901   

(G) 合 計 ( Ｃ ＋ Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ ) 14,621,142   

 次 期 繰 越 損 益 金 ( Ｇ ) 14,621,142   
 
※ 有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※ 追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
※ 解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を差し

引いた差額分をいいます。 
 
 
 
 

 

 お知らせ 
＜約款変更について＞ 

該当事項はございません。 

 

日本超長期国債マザーファンド
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